
（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 愛知県長久手市平成25年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

52,799

52,066

21.54

19,660,192

18,683,412

598,234

9,741,803

7,946,412

人(H26.1.1現在)

人(H26.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

-0.4

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H21  Ⅴ－２ H22  Ⅴ－２ H23  Ⅱ－１

H24  Ⅱ－１ H25  Ⅱ－１

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成26年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

財政力

財政力指数 [1.02]
類似団体内順位

2/198
全国平均

0.49
愛知県平均

0.91

財政力指数の分析欄

本市は地価及び所得階層が比較的高く、区画整理等により人口も増加し

ていることから、類似団体を上回る税収があるため、１．０２となっている。

今後も行政の効率化に努め、財政の健全性を維持する。
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [△ 0.4%]
類似団体内順位

2/198
全国平均

8.6
愛知県平均

6.9

実質公債費比率の分析欄

本市では、大規模投資事業の計画的な予算化と特定目的基金の活用に

より、必要最低限の借入をするよう努めてきた。その結果として数値は類

似団体平均等を下回っている。今後数年間は公園西駅区画整理事業等、

大規模事業が計画されていることもあり増額が見込まれるが、単年度の借

入額を抑制するように努める。
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将来負担の状況

将来負担比率 [-%]
類似団体内順位

1/198
全国平均

51.0
愛知県平均

52.9

将来負担比率の分析欄

本市では財政調整基金等の充当可能財源を比較的多く保有しているた

め、類似団体平均等を下回る結果となっている。今後も公債費等義務的経

費の削減を中心とする行財政改革を進め、財政の健全化に努める。
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [82.2%]
類似団体内順位

7/198
全国平均

90.2
愛知県平均

90.8

経常収支比率の分析欄

本市では市税をはじめとした経常一般財源収入額が比較的多いため、類

似団体平均を下回っている。

しかし、扶助費等義務的経費は増加傾向にあるため、今後は、事業の見

直し等により経常費の削減に努め、現在の水準を維持する。
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [121,932円]
類似団体内順位

143/198
全国平均

116,288
愛知県平均

106,014

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

本市の人口1人当たり人件費・物件費等決算額が類似団体と比較して高く

なっているのは、人件費の高さが要因の一つである。これは文化の家、体

育館等を指定管理ではなく、市で運営していること、消防署を普通会計で

運営しているからである。
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [100.0]
類似団体内順位

151/198
全国市平均

98.6
全国町村平均

95.6

ラスパイレス指数の分析欄

類似団体等の平均と比べると若干上回っているものの指数は下がってい

る。今後も給与の適正化に努める。
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [7.48人]
類似団体内順位

129/198
全国平均

6.96
愛知県平均

6.59

人口千人当たり職員数の分析欄

本市では、未だ人口が増加しており、それに応じて行政需要が増加してい

ることもあり、職員も増加した。そのため、類似団体平均等と比べると若干

上回っているが、今後も定員の適正化に努める。

(人)

21.00

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

0.00

16.05

3.71

7.177.257.376.856.84

H25H24H23H22H21

7.48
7.417.677.677.53

30.0
H25H24H23H22H21

1 / 1

資料７－１ 



（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 愛知県長久手市平成25年度

経常収支比率の分析

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

52,799

52,066

21.54

19,660,192

18,683,412

598,234

9,741,803

人(H26.1.1現在)

人(H26.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

-0.4

-

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H21  Ⅴ－２ H22  Ⅴ－２ H23  Ⅱ－１

H24  Ⅱ－１ H25  Ⅱ－１

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成26年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

人件費 類似団体内順位
180/198

全国平均
23.7

愛知県平均
23.5

人件費の分析欄

人件費に準じた費用も含めて類似団体と比較すると、総額で上

回っている。この要因は、文化の家、体育館等を指定管理ではな

く市で運営し、また、消防署を普通会計で運営していることから、

ここで勤務する職員の給与等も指定管理料や一部事務組合へ

の負担金ではなく、人件費となっている影響が大きいためと考え

られる。
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物件費 類似団体内順位
191/198

全国平均
13.7

愛知県平均
15.7

物件費の分析欄

本市の物件費が類似団体より比較し高くなっているのは、他団体

より規模の大きい文化の家や体育館といった施設を運営してお

り、それに伴う維持管理費が物件費に含まれているからである。
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扶助費 類似団体内順位
141/198

全国平均
11.3

愛知県平均
13.4

扶助費の分析欄

本市は、区画整理が現在進行中であり子育て世代の人口増加

が続いている。年少人口の増加とともに、６５歳以上の高齢者の

人口も増加しており、扶助費が増加している。
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その他 類似団体内順位
2/198

全国平均
12.9

愛知県平均
11.1

その他の分析欄

その他の経費については、維持補修費等についても必要最低限

の予算となるように各部への予算配分を行っており、類似団体と

比較しても低い数値となっている。
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補助費等 類似団体内順位
56/198

全国平均
10.0

愛知県平均
11.4

補助費等の分析欄

補助費等については必要最低限の予算となるように予算査定に

て厳しく管理しており、類似団体と比較しても低い数値となってい

る。
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公債費 類似団体内順位
1/198

全国平均
18.6

愛知県平均
15.7

公債費の分析欄

本市は大規模な投資事業の計画的な予算化と特定目的金の活

用により類似団体平均等により低い数字を保ってきた。今後数年

間で、小中学校や保育園の改修等、大規模な事業が計画されて

いることもあり、より一層借入額の抑制に努め、現在の水準を

保っていく。
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公債費以外 類似団体内順位
144/198

全国平均
71.6

愛知県平均
75.1

公債費以外の分析欄

類似団体と比較して予算における公債費の比率が低いため、公

債費以外の比率は相対的に高くなっている。大規模事業の財源

については基金の活用等により必要最低限の地方債発行となる

よう抑制を行っている。
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

3,432,351 65,008 64,737 0.4
184,994 3,504 4,418 ▲ 20.7
102,636 1,944 5,597 ▲ 65.3

4,094 78 967 ▲ 91.9
- - 2 -

79,570 1,507 2,800 ▲ 46.2
42,034 796 1,482 ▲ 46.3

▲ 228,501 ▲ 4,328 ▲ 7,690 ▲ 43.7
3,617,178 68,508 72,313 ▲ 5.3

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

7.48 7.17 0.31
100.0 98.1 1.9

（注）住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成26年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

677,653 12,835 43,357 ▲ 70.4

- - 5 -

9,840 186 40 365.0

385 034 7 292 11 850 ▲ 38 5

ラスパイレス指数

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）
▲退職金
合計

人口1,000人当たり職員数（人）

当該団体決算額
（千円）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に

（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算)
愛知県長久手市平成25年度

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

43,790

125,779

72,313
74,25776,569

71,28071,261

H25H24H23H22H21

68,508
67,91968,62867,28568,034

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

60,000

80,000

50,373

385,034 7,292 11,850 ▲ 38.5

67,245 1,274 2,171 ▲ 41.3

- - 1,425 -

- - 6 -

▲ 356,200 ▲ 6,746 ▲ 5,332 26.5

▲ 895,969 ▲ 16,969 ▲ 35,626 ▲ 52.4

▲ 112,397 ▲ 2,129 17,897 ▲ 111.9
※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H21 1,533,258 31,897 25.3 47,258 34.5 ▲ 9.2

うち単独分 1,256,542 26,140 12.9 27,842 35.9 ▲ 23.0
 H22 2,867,086 58,770 84.2 49,426 4.6 79.6

うち単独分 1,962,367 40,225 53.9 26,568 ▲ 4.6 58.5
 H23 2,795,634 56,101 ▲ 4.5 47,569 ▲ 3.8 ▲ 0.7

うち単独分 691,382 13,874 ▲ 65.5 26,255 ▲ 1.2 ▲ 64.3
 H24 3,704,762 71,512 27.5 50,880 7.0 20.5

うち単独分 1,856,690 35,839 158.3 26,879 2.4 155.9
 H25 2,699,280 51,124 ▲ 28.5 63,956 25.7 ▲ 54.2

うち単独分 512,204 9,701 ▲ 72.9 29,239 8.8 ▲ 81.7
 過去５年間平均 2,720,004 53,881 20.8 51,818 13.6 7.2

うち単独分 1,255,837 25,156 17.3 27,357 8.3 9.0

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計
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H21 H22 H23 H24 H25

（円）
人口1人当たり決算額の推移

当該団体値 類似団体内平均値

0

20,000

40,000

-3,767

17,897
19,41521,15419,93920,584

H25H24H23H22H21

-2,129
-505-2642,1724,111
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標準財政規模比（％）

区分
年度 H21 H22 H23 H24 H25

10.46 11.81 11.82 11.55 15.47

5.93 4.51 5.46 4.94 6.14

0.32 ▲ 1.03 1.04 ▲ 0.32 5.49

財政調整基金残高

実質収支額

実質単年度収支

-5.00 

0.00 

5.00 
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分析欄

（5）実質収支比率等に係る経年分析（市町村） 平成25年度 愛知県長久手市

標準財政規模比（％）

本市は類似団体と比較しても自主財源比率が高いが、市税の中

でも固定資産税の比率が比較的高いため、昨今の世界的な景気

の下振れや国内のデフレの最中にあっても市税は微増となって

いる。このため、類似団体と比較して比較的高い比率の実質収

支を保ち、財政調整基金の取り崩しを抑えた財政運営を行って

いる。平成25年度は基金の組替えを行ったため、財政調整基金

の残高が増えている。
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標準財政規模比（％）

会計

年度
H21 H22 H23 H24 H25

5.93 4.44 5.46 4.94 6.13

1.30 1.44 0.95 1.27 1.09

0.46 0.43 0.18 0.00 0.75

0.16 0.08 0.08 0.03 0.15

0.13 0.26 0.13 0.09 0.13

0.75 0.73 0.47 0.54 0.10

- - - - 0.05

- - - 0.00 0.01

- - - - -

0.02 0.07 0.00 0.00 0.00

※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく連結実質赤字比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

公園西駅周辺土地区画整理事業特別会計

卯塚墓園事業特別会計

その他会計（赤字）

その他会計（黒字）

一般会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

農村集落家庭排水施設特別会計

公共下水道事業特別会計

0.00 
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（6）連結実質赤字比率に係る赤字・黒字の構成分析（市町村） 平成25年度 愛知県長久手市

標準財政規模比（％）

本市では全会計において黒字になっています。今後も赤字額が出な

いように財政の健全化に努める。
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（百万円）

分子の構造
年度 H21 H22 H23 H24 H25

736 719 730 683 678

- - - - -

25 13 13 13 10

471 382 293 404 385

62 61 60 78 67

- - - - -

- - - - -

1,097 1,071 1,111 1,205 1,252

197 104 ▲ 15 ▲ 27 ▲ 112

※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

算入公債費等(B) 算入公債費等

(A)－(B) 実質公債費比率の分子

元利償還金等(A)

元利償還金

減債基金積立不足算定額

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

公営企業債の元利償還金に対する繰入金

組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

債務負担行為に基づく支出額

一時借入金の利子

（7）実質公債費比率（分子）の構造（市町村） 平成25年度 愛知県長久手市

分析欄
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（百万円）

本市では臨時財政対策債の借入を行わず元利

償還額を低く抑えており、算入公債費には臨

時財政対策債の償還相当の額が計上されてい

るため、実質公債費率は低い数値を示してい

る。今後は大規模事業の財源として地方債を

発行することにより一時的な増加も見込まれ

るが、類似団体と比較して低い数値を維持で

きる見込みである。
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（百万円）

分子の構造
年度 H21 H22 H23 H24 H25

6,438 6,750 6,750 7,949 7,946

699 472 235 - -

7,052 6,249 4,990 4,693 4,454

380 331 286 288 451

190 - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - -

7,937 7,326 7,065 6,870 5,968

5,470 5,313 3,932 5,240 5,700

10,251 10,321 10,317 10,054 9,603

▲ 8,898 ▲ 9,158 ▲ 9,054 ▲ 9,234 ▲ 8,419

※平成26年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

将来負担額(A)

一般会計等に係る地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人等の負債額等負担見込額

連結実質赤字額

組合等連結実質赤字額負担見込額

充当可能財源等(B)

充当可能基金

充当可能特定歳入

基準財政需要額算入見込額

(A)－(B) 将来負担比率の分子
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（8）将来負担比率（分子）の構造（市町村） 平成25年度 愛知県長久手市

（百万円）

本市では、充当可能財源等が将来負担額を超え

ている。これは財政調整基金等の充当可能基金

を比較的多く保有していること、及び大規模投

資事業を計画的に予算化し、借入額を抑制して

きたことによる。

今後も公債費等の義務的経費の削減を中心とす

る行財政改革に努め、財政の健全化を図る。
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